
 四日市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２７年３月３１日 

四日市市長  田 中 俊 行 

 

四日市市条例第２９号 

四日市市税条例等の一部を改正する条例  

 （四日市市税条例の一部改正） 

第１条 四日市市税条例（平成１６年四日市市条例第４２号）の一部を次のように改

正する。 

 

改正後 改正前 

 （均等割の税率）  （均等割の税率） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 第２３条第１項第３号又は第４号の

者に対して課する均等割の税率は、次の

表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ当該右欄に定める額とする。 

２ 第２３条第１項第３号又は第４号の

者に対して課する均等割の税率は、次の

表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ当該右欄に定める額とする。 

 

法人の区分 税率 

１ 次に掲げる法

人 

ア 法人税法第２

条第５号の公共法

人及び法第２９４

条第７項に規定す

る公益法人等のう

ち、法第２９６条

第１項の規定によ

り均等割を課する

ことができないも

の以外のもの(法

年額   ５万円 

 

法人の区分 税率 

１ 次に掲げる法

人 

ア 法人税法第２

条第５号の公共法

人及び法第２９４

条第７項に規定す

る公益法人等のう

ち、法第２９６条

第１項の規定によ

り均等割を課する

ことができないも

の以外のもの(法

年額   ５万円 



人税法別表第２に

規定する独立行政

法人で収益事業を

行うものを除く。) 

イ 人格のない社

団等 

ウ 一般社団法人

(非営利型法人(法

人税法第２条第９

号の２に規定する

非営利型法人をい

う。以下この号に

おいて同じ。)に該

当するものを除

く。)及び一般財団

法人(非営利型法

人に該当するもの

を除く。) 

エ 保険業法(平

成７年法律第１０

５号)に規定する

相互会社以外の法

人で資本金の額又

は出資金の額を有

しないもの(イか

らハまでに掲げる

法人を除く。) 

オ 資本金等の額

(法第２９２条第

１項第４号の５に

規定する資本金等

人税法別表第２に

規定する独立行政

法人で収益事業を

行うものを除く。) 

イ 人格のない社

団等 

ウ 一般社団法人

(非営利型法人(法

人税法第２条第９

号の２に規定する

非営利型法人をい

う。以下この号に

おいて同じ。)に該

当するものを除

く。)及び一般財団

法人(非営利型法

人に該当するもの

を除く。) 

エ 保険業法(平

成７年法律第１０

５号)に規定する

相互会社以外の法

人で資本金の額又

は出資金の額を有

しないもの(イか

らハまでに掲げる

法人を除く。) 

オ 資本金等の額

(法人税法第２条

第１６号に規定す

る資本金等の額又



の額をいう。以下

この表及び第４項

において同じ。) 

を有する法人(法

人税法別表第２に

規定する独立行政

法人で収益事業を

行わないもの及び

ニに掲げる法人を

除く。以下この表

及び第４項におい

て同じ。)で資本 

金等の額が１，０

００万円以下であ

るもののうち、市

内に有する事務

所、事業所又は寮

等の従業者(俸給、

給料若しくは賞与

又はこれらの性質

を有する給与の支

給を受けることと

される役員を含

む。)の数の合計数

(次号から第９号

までにおいて「従

業者数の合計数」

という。)が５０人

以下のもの 

 （略）  

 

 

は同条第１７号の

２に規定する連結

個別資本金等の額

(保険業法に規定

する相互会社にあ

っては、令第４５

条の３の２に定め

るところにより算

定した純資産額))

を有する法人(法

人税法別表第２に

規定する独立行政

法人で収益事業を

行わないもの及び

ニに掲げる法人を

除く。以下この表

において同じ。)で

資本金等の額が

１，０００万円以

下であるもののう

ち、市内に有する

事務所、事業所又

は寮等の従業者

(俸給、給料若しく

は賞与又はこれら

の性質を有する給

与の支給を受ける

こととされる役員

を含む。)の数の合

計数(次号から第

９号までにおいて



 「従業者数の合計

数」という。)が５

０人以下のもの 

 （略）  
 

 

３ （略） 

 

３ （略） 

  

４ 資本金等の額を有する法人（保険業法

に規定する相互会社を除く。）の資本金

等の額が、資本金の額及び資本準備金の

額の合算額又は出資金の額に満たない

場合における第２項の規定の適用につ

いては、同項の表中「資本金等の額が」

とあるのは、「資本金の額及び資本準備

金の額の合算額又は出資金の額が」とす

る。 

 

  

 （法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 法人税法第８１条の２２第１項の規

定によって法人税に係る申告書を提出

する義務がある法人で同法第８１条の

２４第１項の規定の適用を受けている

ものが、同条第４項の規定の適用を受け

る場合には、当該法人及び当該法人との

間に連結完全支配関係(同法第２条第１

２号の７の７に規定する連結完全支配

関係をいう。第５０条第３項及び第５２

条第２項において同じ。)がある連結子

法人(同法第２条第１２号の７に規定す

６ 法人税法第８１条の２２第１項の規

定によって法人税に係る申告書を提出

する義務がある法人で同法第８１条の

２４第１項の規定の適用を受けている

ものが、同条第４項の規定の適用を受け

る場合には、当該法人及び当該法人との

間に連結完全支配関係(同法第２条第１

２号の７の７に規定する連結完全支配

関係をいう。第５０条第３項及び第５２

条第２項において同じ。)がある連結子

法人(同法第２条第１２号の７の３に規



る連結子法人をいう。第５０条第３項及

び第５２条第２項において同じ。)(連結

申告法人(同法第２条第１６号に規定す

る連結申告法人をいう。第５２条第２項

において同じ。)に限る。)については、

同法第８１条の２４第４項の規定の適

用に係る当該申告書に係る連結法人税

額(法第３２１条の８第４項に規定する

連結法人税額をいう。以下この項及び第

５２条第２項において同じ。)の課税標

準の算定期間(当該法人の連結事業年度

に該当する期間に限る。第５２条第２項

において同じ。)に限り、当該連結法人

税額に係る個別帰属法人税額を課税標

準として算定した法人税割額及びこれ

と併せて納付すべき均等割額について

は、当該連結法人税額について法人税法

第８１条の２４第１項の規定の適用が

ないものとみなして、第１８条の２の規

定を適用することができる。 

定する連結子法人をいう。第５０条第３

項及び第５２条第２項において同じ。)

(連結申告法人(同法第２条第１６号に

規定する連結申告法人をいう。第５２条

第２項において同じ。)に限る。)につい

ては、同法第８１条の２４第４項の規定

の適用に係る当該申告書に係る連結法

人税額(法第３２１条の８第４項に規定

する連結法人税額をいう。以下この項及

び第５２条第２項において同じ。)の課

税標準の算定期間(当該法人の連結事業

年度に該当する期間に限る。第５２条第

２項において同じ。)に限り、当該連結

法人税額に係る個別帰属法人税額を課

税標準として算定した法人税割額及び

これと併せて納付すべき均等割額につ

いては、当該連結法人税額について法人

税法第８１条の２４第１項の規定の適

用がないものとみなして、第１８条の２

の規定を適用することができる。 

  

 （法人の市民税に係る不足税額の納付の

手続） 

 （法人の市民税に係る不足税額の納付の

手続） 

第５０条 （略） 第５０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の場合において、法第３２１条の

１１第１項又は第３項の規定による更

正の通知をした日が、法第３２１条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９項の

申告書を提出した日(当該申告書がその

提出期限前に提出された場合には、当該

申告書の提出期限)の翌日から１年を経

３ 前項の場合において、法第３２１条の

１１第１項又は第３項の規定による更

正の通知をした日が、法第３２１条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９項の

申告書を提出した日(当該申告書がその

提出期限前に提出された場合には、当該

申告書の提出期限)の翌日から１年を経



過する日後であるときは、詐偽その他不

正の行為により市民税を免れた場合を

除き、当該１年を経過する日の翌日から

当該通知をした日(法人税に係る修正申

告書を提出し、又は法人税に係る更正若

しくは決定がされたこと(同条第２項又

は第４項の申告書を提出すべき法人が

連結子法人の場合にあっては、当該連結

子法人との間に連結完全支配関係があ

る連結親法人(法人税法第２条第１２号

の６の７に規定する連結親法人をいう。

以下この項において同じ。)若しくは連

結完全支配関係があった連結親法人が

法人税に係る修正申告書を提出し、又は

法人税に係る更正若しくは決定を受け

たこと)による更正に係るものにあって

は、当該修正申告書を提出した日又は国

の税務官署が更正若しくは決定の通知

をした日)までの期間は、延滞金の計算

の基礎となる期間から控除する。 

過する日後であるときは、詐偽その他不

正の行為により市民税を免れた場合を

除き、当該１年を経過する日の翌日から

当該通知をした日(法人税に係る修正申

告書を提出し、又は法人税に係る更正若

しくは決定がされたこと(同条第２項又

は第４項の申告書を提出すべき法人が

連結子法人の場合にあっては、当該連結

子法人との間に連結完全支配関係があ

る連結親法人(法人税法第２条第１２号

の７の２に規定する連結親法人をいう。

以下この項において同じ。)若しくは連

結完全支配関係があった連結親法人が

法人税に係る修正申告書を提出し、又は

法人税に係る更正若しくは決定を受け

たこと)による更正に係るものにあって

は、当該修正申告書を提出した日又は国

の税務官署が更正若しくは決定の通知

をした日)までの期間は、延滞金の計算

の基礎となる期間から控除する。 

  

第５７条 法第３４８条第２項第１０号

から第１０号の１０までの固定資産に

ついて同項本文の規定の適用を受けよ

うとする者は、土地については第１号及

び第２号に、家屋については第３号及び

第４号に、償却資産については第５号及

び第６号に掲げる事項を記載した申告

書を市長に提出しなければならない。こ

の場合において、当該固定資産が同項第

１０号から第１０号の１０までに規定

する事業又は施設（以下この条において

第５７条 法第３４８条第２項第１０号

から第１０号の９までの固定資産につ

いて同項本文の規定の適用を受けよう

とする者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び

第６号に掲げる事項を記載した申告書

を市長に提出しなければならない。この

場合において、当該固定資産が同項第１

０号から第１０号の９までに規定する

事業又は施設（以下この条において「社



「社会福祉事業等」という。）を経営す

る者の所有に属しないものである場合

においては、当該固定資産を当該社会福

祉事業等を経営する者に無料で使用さ

せていることを証明する書面を添付し

なければならない。  

会福祉事業等」という。）を経営する者

の所有に属しないものである場合にお

いては、当該固定資産を当該社会福祉事

業等を経営する者に無料で使用させて

いることを証明する書面を添付しなけ

ればならない。  

 (1)から(6)まで （略）   (1)から(6)まで （略）  

  

 （固定資産税の非課税の規定の適用を受

けなくなった固定資産の所有者がすべ

き申告） 

 （固定資産税の非課税の規定の適用を受

けなくなった固定資産の所有者がすべ

き申告） 

第５９条 法第３４８条第２項第３号、第

９号から第１０号の１０まで、第１１号

の３から第１１号の５まで又は第１２

号の固定資産として同項本文の規定の

適用を受けていた固定資産について、当

該各号に掲げる用途に供しないことと

なった場合又は有料で使用させること

となった場合においては、当該固定資産

の所有者は、その旨を直ちに市長に申告

しなければならない。 

第５９条 法第３４８条第２項第３号、第

９号から第１０号の９まで、第１１号の

３から第１１号の５まで又は第１２号

の固定資産として同項本文の規定の適

用を受けていた固定資産について、当該

各号に掲げる用途に供しないこととな

った場合又は有料で使用させることと

なった場合においては、当該固定資産の

所有者は、その旨を直ちに市長に申告し

なければならない。 

  

 （納税義務者等）  （納税義務者等） 

第１５３条 （略） 第１５３条 （略） 

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家

屋に係る固定資産税の課税標準となる

べき価格(法第３４９条の３第１０項か

ら第１２項まで、第２３項、第２４項、

第２６項、第２８項又は第３０項から第

３３項までの規定の適用を受ける土地

又は家屋にあっては、その価格にそれぞ

れ当該各項に定める率を乗じて得た額)

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家

屋に係る固定資産税の課税標準となる

べき価格(法第３４９条の３第１０項か

ら第１２項まで、第２３項、第２４項、

第２６項又は第２８項の規定の適用を

受ける土地又は家屋にあっては、その価

格にそれぞれ当該各項に定める率を乗

じて得た額)をいい、前項の「所有者」



をいい、前項の「所有者」とは、当該土

地又は家屋に係る固定資産税について

法第３４３条において所有者又は所有

者とみなされるものをいう 

とは、当該土地又は家屋に係る固定資産

税について法第３４３条において所有

者又は所有者とみなされるものをいう 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

  

附 則 附 則 

  

第７条の３の２ 平成２２年度から平成

４１年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、所得割の納税義務者が前年分

の所得税につき租税特別措置法第４１

条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合(居住年が平成１１年から

平成１８年まで又は平成２１年から平

成３１年までの各年である場合に限

る。)において、前条第1項の規定の適用

を受けないときは、法附則第５条の４の

２第６項(同条第９項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。)に規定

するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第３４条の３及び第３４

条の６の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

第７条の３の２ 平成２２年度から平成

３９年度までの各年度分の個人の市民

税に限り、所得割の納税義務者が前年分

の所得税につき租税特別措置法第４１

条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合(居住年が平成１１年から

平成１８年まで又は平成２１年から平

成２９年までの各年である場合に限

る。)において、前条第1項の規定の適用

を受けないときは、法附則第５条の４の

２第６項(同条第９項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。)に規定

するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第３４条の３及び第３４

条の６の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

  

 （個人の市民税の寄附金控除額に係る申

 告の特例等） 

 

第９条 法附則第７条第８項に規定する

申告特例対象寄附者（次項において「申

告特例対象寄附者」という。）は、当分

の間、第３４条の７第１項及び第２項の

第９条 削除 



規定によって控除すべき金額の控除を

受けようとする場合には、第３６条の２

第４項の規定による申告書の提出（第３

６条の３の規定により当該申告書が提

出されたものとみなされる所得税法第

２条第１項第３７号に規定する確定申

告書の提出を含む。）に代えて、法第３

１４条の７第１項第１号に掲げる寄附

金（以下この項及び次条において「地方

団体に対する寄附金」という。）を支出

する際、法附則第７条第８項から第１０

項までに規定するところにより、地方団

体に対する寄附金を受領する地方団体

の長に対し、同条第８項に規定する申告

特例通知書（以下この条において「申告

特例通知書」という。）を送付すること

を求めることができる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の

送付の求め（以下この条において「申告

特例の求め」という。）を行った申告特

例対象寄附者は、当該申告特例の求めを

行った日から賦課期日までの間に法附

則第７条第１０項第１号に掲げる事項

に変更があったときは、同条第９項に規

定する申告特例対象年（次項において

「申告特例対象年」という。）の翌年の

１月１０日までに、当該申告特例の求め

を行った地方団体の長に対し、施行規則

で定めるところにより、当該変更があっ

た事項その他施行規則で定める事項を

届け出なければならない。 

 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の  



長は、申告特例対象年の翌年の１月３１

日までに、法附則第７条第１０項の規定

により申請書に記載された当該申告特

例の求めを行った者の住所（同条第１１

項の規定により住所の変更の届出があ

ったときは、当該変更後の住所）の所在

地の市町村長に対し、施行規則で定める

ところにより、申告特例通知書を送付し

なければならない。 

４ 申告特例の求めを行った者が、法附則

第７条第１３項各号のいずれかに該当

する場合において、同項前段の規定の適

用を受けるときは、前項の規定による申

告特例通知書の送付を受けた市町村長

は、当該申告特例の求めを行った者に対

し、その旨の通知その他の必要な措置を

講ずるものとする。 

 

  

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務

者が前年中に地方団体に対する寄附金

を支出し、かつ、当該納税義務者につい

て前条第３項の規定による申告特例通

知書の送付があった場合（法附則第７条

第１３項の規定によりなかったものと

みなされる場合を除く。）においては、

法附則第７条の２第４項に規定すると

ころにより控除すべき額を、第３４条の

７第１項及び第２項の規定を適用した

場合の所得割の額から控除するものと

する。 

 

  

 （土地に対して課する平成２７年度から  （土地に対して課する平成２４年度から



平成２９年度までの各年度分の固定資

産税の特例に関する用語の意義） 

平成２６年度までの各年度分の固定資

産税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 次条から附則第１４条までに

おいて、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定

めるところによる。 

第１１条 次条から附則第１４条までに

おいて、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定

めるところによる。 

 (1)から(8)まで （略）  (1)から(8)まで （略） 

  

 （平成２８年度又は平成２９年度におけ

る土地の価格の特例） 

 （平成２５年度又は平成２６年度におけ

る土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値を

有すると認められる地域において地価

が下落し、かつ、市長が土地の修正前の

価格(法附則第１７条の２第１項に規定

する修正前の価格をいう。)を当該年度

分の固定資産税の課税標準とすること

が固定資産税の課税上著しく均衡を失

すると認める場合における当該土地に

対して課する固定資産税の課税標準は、

第６１条の規定にかかわらず、平成２８

年度分又は平成２９年度分の固定資産

税に限り、当該土地の修正価格(法附則

第１７条の２第１項に規定する修正価

格をいう。)で土地課税台帳等に登録さ

れたものとする。 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値を

有すると認められる地域において地価

が下落し、かつ、市長が土地の修正前の

価格(法附則第１７条の２第１項に規定

する修正前の価格をいう。)を当該年度

分の固定資産税の課税標準とすること

が固定資産税の課税上著しく均衡を失

すると認める場合における当該土地に

対して課する固定資産税の課税標準は、

第６１条の規定にかかわらず、平成２５

年度分又は平成２６年度分の固定資産

税に限り、当該土地の修正価格(法附則

第１７条の２第１項に規定する修正価

格をいう。)で土地課税台帳等に登録さ

れたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定す

る平成２８年度適用土地又は平成２８

年度類似適用土地であって、平成２９年

度分の固定資産税について前項の規定

の適用を受けないこととなるものに対

して課する同年度分の固定資産税の課

２ 法附則第１７条の２第２項に規定す

る平成２５年度適用土地又は平成２５

年度類似適用土地であって、平成２６年

度分の固定資産税について前項の規定

の適用を受けないこととなるものに対

して課する同年度分の固定資産税の課



税標準は、第６１条の規定にかかわら

ず、修正された価格(法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

税標準は、第６１条の規定にかかわら

ず、修正された価格(法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

  

 （宅地等に対して課する平成２７年度か

ら平成２９年度までの各年度分の固定

資産税の特例） 

 （宅地等に対して課する平成２４年度か

ら平成２６年度までの各年度分の固定

資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る平成２７年度か

ら平成２９年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格(当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３の２の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に

定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。)に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額(当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「宅地等調整固

定資産税額」という。)を超える場合に

第１２条 宅地等に係る平成２４年度か

ら平成２６年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格(当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３の２の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に

定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。)に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額(当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「宅地等調整固

定資産税額」という。)を超える場合に



は、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。 

は、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等

に係る平成２７度から平成２９年度ま

での各年度分の宅地等調整固定資産税

額は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格に、１

０分の６を乗じて得た額(当該商業地等

が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３又は法附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額を超える

場合にあっては、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等

に係る平成２４年度から平成２６年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産

税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に、

１０分の６を乗じて得た額(当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額を超え

る場合にあっては、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る平成２７年度から平成２９年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産

税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の２を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受け

る宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額)を当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る平成２４年度から平成２６年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産

税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の２を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受け

る宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額)を当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産



税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額に満たない場合

にあっては、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額に満たない場合

にあっては、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以下

のものに係る平成２７年度から平成２

９年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第1項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額)を当該商業地

等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額(以下「商業地等据置固

定資産税額」という。)とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以下

のものに係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第1項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額)を当該商業地

等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額(以下「商業地等据置固

定資産税額」という。)とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるものに

係る平成２７年度から平成２９年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に１０分の７を乗じ

て得た額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３

又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等で

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるものに

係る平成２４年度から平成２６年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に１０分の７を乗じ

て得た額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３

又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等で



あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合における

固定資産税額(以下「商業地等調整固定

資産税額」という。)とする。 

あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合における

固定資産税額(以下「商業地等調整固定

資産税額」という。)とする。 

  

第１２条の３ 地方税法の一部を改正す

る法律(平成２７年法律第  号)附則

第１８条第１項の規定に基づき、平成２

７年度から平成２９年度までの各年度

分の固定資産税については、法附則第１

８条の３の規定を適用しないこととす

る。 

第１２条の３ 地方税法及び国有資産等

所在市町村交付金法の一部を改正する

法律(平成２４年法律第１７号)附則第

１０条第１項の規定に基づき、平成２４

年度から平成２６年度までの各年度分

の固定資産税については、法附則第１８

条の３の規定を適用しないこととする。 

  

 （農地に対して課する平成２７年度から

平成２９年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

 （農地に対して課する平成２４年度から

平成２６年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

第１３条 農地に係る平成２７年度から

平成２９年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額(当該農地が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額)

に、当該農地の当該年度の次の表の左欄

に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た

第１３条 農地に係る平成２４年度から

平成２６年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額(当該農地が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額)

に、当該農地の当該年度の次の表の左欄

に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た



額を当該農地に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額(以下「農地

調整固定資産税額」という。)を超える

場合には、当該農地調整固定資産税額と

する。 

額を当該農地に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額(以下「農地

調整固定資産税額」という。)を超える

場合には、当該農地調整固定資産税額と

する。 

 

負担水準の区分 負担調整率 

０．９以上のもの １．０２５ 

０．８以上 

０．９未満のもの 
１．０５ 

０．７以上 

０．８未満のもの 
１．０７５ 

０．７未満のもの １．１ 
 

 

負担水準の区分 負担調整率 

０．９以上のもの １．０２５ 

０．８以上 

０．９未満のもの 
１．０５ 

０．７以上 

０．８未満のもの 
１．０７５ 

０．７未満のもの １．１ 
 

  

第１３条の３ 市街化区域農地に係る平

成２７年度から平成２９年度までの各

年度分の固定資産税の額は、前条の規定

により算定した当該市街化区域農地に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該

市街化区域農地の当該年度分の固定資

産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格の３分の１の額に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額(当

該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は

法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に

第１３条の３ 市街化区域農地に係る平

成２４年度から平成２６年度までの各

年度分の固定資産税の額は、前条の規定

により算定した当該市街化区域農地に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該

市街化区域農地の当該年度分の固定資

産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格の３分の１の額に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額(当

該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は

法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に



定める率を乗じて得た額)を当該市街化

区域農地に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額(以下「市街化区

域農地調整固定資産税額」という。)を

超える場合には、当該市街化区域農地調

整固定資産税額とする。 

定める率を乗じて得た額)を当該市街化

区域農地に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額(以下「市街化区

域農地調整固定資産税額」という。)を

超える場合には、当該市街化区域農地調

整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区

域農地に係る平成２７年度から平成２

９年度までの各年度分の市街化区域農

地調整固定資産税額は、当該市街化区域

農地調整固定資産税額が、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格の３分の１

の額に１０分の２を乗じて得た額(当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額に満たない場合に

あっては、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区

域農地に係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の市街化区域農

地調整固定資産税額は、当該市街化区域

農地調整固定資産税額が、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格の３分の１

の額に１０分の２を乗じて得た額(当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額に満たない場合に

あっては、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

  

 （市街化区域農地に対して課する固定資

産税及び都市計画税の徴収猶予） 

 （市街化区域農地に対して課する固定資

産税及び都市計画税の徴収猶予） 

第１３条の７ 農地法(昭和２７年法律第

２２９号)第２条第２項に規定する小作

地(法施行令附則第１４条の４で定める

第１３条の７ 農地法(昭和２７年法律第

２２９号)第２条第２項に規定する小作

地(法施行令附則第１４条の４で定める



ものを除く。)である市街化区域内農地

で附則第１３条の２第１項ただし書(附

則第１３条の２第３項において準用す

る場合を含む。)の規定の適用を受ける

ものにつき同項又は附則第１３条の３

第１項の規定により算定した固定資産

税額と附則第２５条又は附則第２７条

の規定により算定した都市計画税額と

の合計額が当該市街化区域農地の同法

第２条第９項に規定する小作料の額を

超える場合において必要があると認め

たときは、当該小作料の額を超えること

となる金額を限度として、当該固定資産

税又は都市計画税の納税者の申請に基

づき法施行規則附則第８条の２の２で

定める一定の期間に限りその徴収を猶

予することができる。 

ものを除く。)である市街化区域内農地

で附則第１３条の２第１項ただし書(附

則第１３条の２第３項において準用す

る場合を含む。)の規定の適用を受ける

ものにつき同項又は附則第１３条の３

第１項の規定により算定した固定資産

税額と附則第２５条又は附則第２７条

の規定により算定した都市計画税額と

の合計額が当該市街化区域農地の同法

第２条第９項に規定する小作料の額を

超える場合において必要があると認め

たときは、当該小作料の額を超えること

となる金額を限度として、当該固定資産

税又は都市計画税の納税者の申請に基

づき法施行規則附則第８条の２の３で

定める一定の期間に限りその徴収を猶

予することができる。 

  

 （特別土地保有税の課税の特例）  （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第1項から第５項

までの規定の適用がある宅地等(附則第

１１条第２号に掲げる宅地等をいうも

のとし、法第３４９条の３、第３４９条

の３の２又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用がある宅地

等を除く。)に対して課する平成２７年

度から平成２９年度までの各年度分の

特別土地保有税については、第１３７条

第１号及び第１４０条の５中「当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき

価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第１２条第１項から

第１５条 附則第１２条第1項から第５項

までの規定の適用がある宅地等(附則第

１１条第２号に掲げる宅地等をいうも

のとし、法第３４９条の３、第３４９条

の３の２又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用がある宅地

等を除く。)に対して課する平成２４年

度から平成２６年度までの各年度分の

特別土地保有税については、第１３７条

第１号及び第１４０条の５中「当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき

価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第１２条第１項から



第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定す

る宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から平成３０年３月３１日

までの間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第１３７条

第２号中「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは「不動産取得税

の課税標準となるべき価格(法附則第１

１条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となる

べき価格をいう。)に２分の１を乗じて

得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５

４条の３８第１項に規定する価格(法附

則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における価格をい

う。)に２分の１を乗じて得た額」とす

る。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定す

る宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から平成２７年３月３１日

までの間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第１３７条

第２号中「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは「不動産取得税

の課税標準となるべき価格(法附則第１

１条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合における課税標準となる

べき価格をいう。)に２分の１を乗じて

得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５

４条の３８第１項に規定する価格(法附

則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における価格をい

う。)に２分の１を乗じて得た額」とす

る。 

３から５まで （略） ３から５まで （略） 

  

（軽自動車税の税率の特例）  

第１６条 法附則第３０条第１項第１号

及び第２号に規定する３輪以上の軽自

動車に対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が平成２７年４

月１日から平成２８年３月３１日まで

の間に初めて道路運送車両法第６０条

第１項後段の規定による車両番号の指

定（次項及び第３項において「初回車両

番号指定」という。）を受けた場合にお

第１６条 削除 



いて、平成２８年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

 

３，９００

円 

１，０００

円 

６，９００

円 

１，８００

円 

１０，８０

０円 

２，７００

円 

３，８００

円 

１，０００

円 

 

第８２条第

２号ア 

５，０００

円 

１，３００

円 

 

 

 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第

２号に規定する３輪以上の軽自動車（ガ

ソリンを内燃機関の燃料として用いる

ものに限る。次項において同じ。）に対

する第８２条の規定の適用については、

当該軽自動車が平成２７年４月１日か

ら平成２８年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合において、

平成２８年度分の軽自動車税に限り、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

 

 

 ３，９００ ２，０００

 



円 円 

６，９００

円 

３，５００

円 

１０，８０

０円 

５，４００

円 

３，８００

円 

１，９００

円 

第８２条第

２号ア 

５，０００

円 

２，５００

円 
 
 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第

２号に規定する３輪以上の軽自動車（前 

項の規定の適用を受けるものを除く。）

に対する第８２条の規定の適用につい

ては、当該軽自動車が平成２７年４月１

日から平成２８年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合にお

いて、平成２８年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

 

 

３，９００

円 

３，０００

円 

６，９００

円 

５，２００

円 

１０，８０

０円 

８，１００

円 

３，８００

円 

２，９００

円 

 

第８２条第

２号ア 

５，０００ ３，８００

 



円 円 
 
  

 （宅地等に対して課する平成２７年度か

ら平成２９年度までの各年度分の都市

計画税の特例） 

 （宅地等に対して課する平成２４年度か

ら平成２６年度までの各年度分の都市

計画税の特例） 

第２２条 宅地等に係る平成２７年度か

ら平成２９年度までの各年度分の都市

計画税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分

の都市計画税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格(当該宅地等が当

該年度分の都市計画税について法第７

０２条の３の規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該価格に同条に定め

る率を乗じて得た額。以下同じ。)に１

００分の５を乗じて得た額を加算した

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第２０項

を除く。)又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「宅地等調整都

市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整都市計画税額とす

る。 

第２２条 宅地等に係る平成２４年度か

ら平成２６年度までの各年度分の都市

計画税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分

の都市計画税の課税標準額に、当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格(当該宅地等が当

該年度分の都市計画税について法第７

０２条の３の規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該価格に同条に定め

る率を乗じて得た額。以下同じ。)に１

００分の５を乗じて得た額を加算した

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第２０項

を除く。)又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「宅地等調整都

市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整都市計画税額とす

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等 ２ 前項の規定の適用を受ける商業地等



に係る平成２７年度から平成２９年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に

１０分の６を乗じて得た額(当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３(第２０項を除く。)

又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における

都市計画税額を超える場合にあっては、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画

税額とする。 

に係る平成２４年度から平成２６年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に

１０分の６を乗じて得た額(当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３(第２０項を除く。)

又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における

都市計画税額を超える場合にあっては、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画

税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る平成２７年度から平成２９年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格に１

０分の２を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３(第２０項を除く。)又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画税

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る平成２４年度から平成２６年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画

税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格に１

０分の２を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３(第２０項を除く。)又は法

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画税



額に満たない場合にあっては、第１項の

規定にかかわらず、当該都市計画税額と

する。 

額に満たない場合にあっては、第１項の

規定にかかわらず、当該都市計画税額と

する。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以下

のものに係る平成２７年度から平成２

９年度までの各年度分の都市計画税の

額は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３(第２０

項を除く。)又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額(以下

「商業地等据置都市計画税額」という。)

とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以下

のものに係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の都市計画税の

額は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３(第２０

項を除く。)又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額(以下

「商業地等据置都市計画税額」という。)

とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるものに

係る平成２７年度から平成２９年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき価格に１０分の７を乗じ

て得た額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３

(第２０項を除く。)又は法附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるものに

係る平成２４年度から平成２６年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき価格に１０分の７を乗じ

て得た額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３

(第２０項を除く。)又は法附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を



受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額(以下

「商業地等調整都市計画税額」という。)

とする。 

受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額(以下

「商業地等調整都市計画税額」という。)

とする。 

  

 （農地に対して課する平成２７年度から

平成２９年度までの各年度分の都市計

画税の特例） 

 （農地に対して課する平成２４年度から

平成２６年度までの各年度分の都市計

画税の特例） 

第２４条 農地に係る平成２７年度から

平成２９年度までの各年度分の都市計

画税の額は、当該農地に係る当該年度分

の都市計画税額が、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の

都市計画税の課税標準額(当該農地が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３(第２０項を除く。)又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担

調整率を乗じて得た額を当該農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市

計画税額(以下「農地調整都市計画税額」

という。)を超える場合には、当該農地

調整都市計画税額とする。 

第２４条 農地に係る平成２４年度から

平成２６年度までの各年度分の都市計

画税の額は、当該農地に係る当該年度分

の都市計画税額が、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の

都市計画税の課税標準額(当該農地が当

該年度分の固定資産税について法第３

４９条の３(第２０項を除く。)又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担

調整率を乗じて得た額を当該農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市

計画税額(以下「農地調整都市計画税額」

という。)を超える場合には、当該農地

調整都市計画税額とする。 

  



負担水準の区分 負担調整率 

０．９以上のもの １．０２５ 

０．８以上 

０．９未満のもの 
１．０５ 

０．７以上 

０．８未満のもの 
１．０７５ 

０．７未満のもの １．１ 
 

負担水準の区分 負担調整率 

０．９以上のもの １．０２５ 

０．８以上 

０．９未満のもの 
１．０５ 

０．７以上 

０．８未満のもの 
１．０７５ 

０．７未満のもの １．１ 
 

  

第２７条 市街化区域農地に係る平成２

７年度から平成２９年度までの各年度

分の都市計画税の額は、附則第２５条の

規定により附則第１３条の２の規定の

例により算定した当該市街化区域農地

に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該市街化区域農地の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額に、当該市街化区域農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格の３分の２の額に１０

０分の５を乗じて得た額を加算した額

(当該市街化区域農地が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３(第

２０項を除く。)又は法附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受

ける市街化区域農地であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該市街化区域農地に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画

税額(以下「市街化区域農地調整都市計

画税額」という。)を超える場合には、

第２７条 市街化区域農地に係る平成２

４年度から平成２６年度までの各年度

分の都市計画税の額は、附則第２５条の

規定により附則第１３条の２の規定の

例により算定した当該市街化区域農地

に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該市街化区域農地の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額に、当該市街化区域農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格の３分の２の額に１０

０分の５を乗じて得た額を加算した額

(当該市街化区域農地が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３(第

２０項を除く。)又は法附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受

ける市街化区域農地であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該市街化区域農地に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画

税額(以下「市街化区域農地調整都市計

画税額」という。)を超える場合には、



当該市街化区域農地調整都市計画税額

とする。 

当該市街化区域農地調整都市計画税額

とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区

域農地に係る平成２７年度から平成２

９年度までの各年度分の市街化区域農

地調整都市計画税額は、当該市街化区域

農地調整都市計画税額が、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格の３分の２

の額に１０分の２を乗じて得た額(当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３(第２０

項を除く。)又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該市街化区域農地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額

に満たない場合にあっては、前項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区

域農地に係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の市街化区域農

地調整都市計画税額は、当該市街化区域

農地調整都市計画税額が、当該市街化区

域農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格の３分の２

の額に１０分の２を乗じて得た額(当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３(第２０

項を除く。)又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該市街化区域農地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額

に満たない場合にあっては、前項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

  

 （宅地化農地に対して課する都市計画税

の納税義務の免除等） 

 （宅地化農地に対して課する都市計画税

の納税義務の免除等） 

第２８条 附則第１３条の５の規定は、都

市計画税について準用する。この場合に

おいて、同条中「固定資産税」とあるの

は、「都市計画税」とする。 

第２８条 附則第１３条の５の規定は、都

市計画税について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「固定資産税」

とあるのは、「都市計画税」とする。 

  

第３０条 法附則第１５条第１項、第１３

項、第１７項から第２４項まで、第２６

第３０条 法附則第１５条第１項、第１１

項、第１５項から第２２項まで、第２４



項、第２８項、第３２項、第３７項若し

くは第４２項、第１５条の２第２項又は

第１５条の３の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第１５３条第

２項中「又は第３０項から第３３項ま

で」とあるのは「若しくは第３０項から

第３３項まで又は法附則第１５条から

第１５条の３まで」とする 

項、第２６項、第３０項、第３５項若し

くは第４０項、第１５条の２第２項又は

第１５条の３の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第１５３条第

２項中「又は第２８項」とあるのは「若

しくは第２８項又は法附則第１５条か

ら第１５条の３まで」とする 

  

 

 （四日市市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 四日市市税条例及び四日市市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する

条例（平成２６年四日市市税条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

  （施行期日）  （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる改正及び規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

１ この条例は、公布の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる改正及び規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1)から(2)まで （略）  (1)から(2)まで （略） 

 (3) 第１条中四日市市税条例第８２条

第２号アの改正（２輪のもの（側車付

のものを含む。）に係る部分を除く。）

並びに附則第８項及び第１１項(第１

条の規定による改正後の四日市市税

条例(以下「新条例」という。)附則第

１６条に係る部分を除く。)の規定 

平成２７年４月１日 

 (3) 第１条中四日市市税条例第８２条

の改正並びに附則第８項及び第１１

項(第１条の規定による改正後の四日

市市税条例(以下「新条例」という。)

附則第１６条に係る部分を除く。)の

規定 平成２７年４月１日 

 (4) （略）  (4) （略） 

(5) 第１条中四日市市税条例第２３条、

第４８条、第５２条第１項、第８２条

 (5) 第１条中四日市市税条例第２３条、

第４８条、第５２条第１項及び附則第



第１号、第２号（ア中２輪のもの（側

車付のものを含む。）及びイに係る部分

に限る。）、第３号及び附則第１６条の

改正並びに附則第６項、第９項、第１

０項及び第１１項(新条例附則第１６

条に係る部分に限る。)の規定 平成２

８年４月１日 

１６条の改正並びに附則第６項、第９

項、第１０項及び第１１項(新条例附

則第１６条に係る部分に限る。)の規

定 平成２８年４月１日 

(6)から(7)まで （略） (6)から(7)まで （略） 

（軽自動車税に関する経過措置） （軽自動車税に関する経過措置） 

８ 新条例第８２条第２号ア（２輪のもの

（側車付のものを含む。）に係る部分を

除く。）の規定は、平成２７年度以後の

年度分の軽自動車税について適用し、平

成２６年度分までの軽自動車税につい

ては、なお従前の例による。 

８ 新条例第８２条の規定は、平成２７年

度以後の年度分の軽自動車税について

適用し、平成２６年度分までの軽自動車

税については、なお従前の例による。 

９ 新条例第８２条第１号、第２号（ア中

２輪のもの（側車付のものを含む。）及

びイに係る部分に限る。）、第３号の規定

は、平成２８年度以後の年度分の軽自動

車税について適用し、平成２７年度分ま

での軽自動車税については、なお従前の

例による。 

 

１０ （略） ９ （略） 

１１ （略） １０ （略） 

１２ 平成２７年３月３１日以前に初め

て道路運送車両法第６０条第１項後段

の規定による車両番号の指定を受けた

３輪以上の軽自動車に対して課する軽

自動車税に係る新条例第８２条及び新

条例附則第１６条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

１１ 平成２７年３月３１日以前に初め

て道路運送車両法第６０条第１項後段

の規定による車両番号の指定を受けた

３輪以上の軽自動車に対して課する軽

自動車税に係る新条例第８２条及び新

条例附則第１６条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の



右欄に掲げる字句とする。 右欄に掲げる字句とする。 

 

３，９００

円 

３，１００

円 

６，９００

円 

５，５００

円 

１０，８０

０円 

７，２００

円 

３，８００

円 

３，０００

円 

新条例第

８２条第

２号ア 

５，０００

円 

４，０００

円 

新条例附

則第１６

条第１項

の表以外

の部分 

第８２条 四日市市

税条例及

び四日市

市税条例

の一部を

改正する

条例の一

部を改正

する条例

(平成２６

年四日市

市条例第

１２号。以

下この項

において

「平成２

６年改正

条例」とい

う。)附則

 

３，９００

円 

３，１００

円 

６，９００

円 

５，５００

円 

１０，８０

０円 

７，２００

円 

３，８００

円 

３，０００

円 

新条例第

８２条第

２号ア 

５，０００

円 

４，０００

円 

新条例附

則第１６

条の表以

外の部分 

第８２条 四日市市

税条例及

び四日市

市税条例

の一部を

改正する

条例の一

部を改正

する条例

(平成２６

年四日市

市条例第

１２号。以

下この項

において

「平成２

６年改正

条例」とい

う。)附則



第１１項

の規定に

より読み

替えて適

用される

第８２条 

第８２条

第２号ア 

平成２６

年改正条

例附則第

１１項の

規定によ

り読み替

えて適用

される第

８２条第

２号ア 

３，９００

円 

３，１００

円 

６，９００

円 

５，５００

円 

１０，８０

０円 

７，２００

円 

３，８００

円 

３，０００

円 

新条例附

則第１６

条第１項

の表第８

２条第２

号アの項 

５，０００

円 

４，０００

円 
 

第１１項

の規定に

より読み

替えて適

用される

第８２条 

第８２条

第２号ア 

平成２６

年改正条

例附則第

１１項の

規定によ

り読み替

えて適用

される第

８２条第

２号ア 

３，９００

円 

３，１００

円 

６，９００

円 

５，５００

円 

１０，８０

０円 

７，２００

円 

３，８００

円 

３，０００

円 

新条例附

則第１６

条の表第

８２条第

２号アの

項 

５，０００

円 

４，０００

円 
 

  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正は、平成

２７年３月３１日から施行する。  



 （市民税に関する経過措置）  

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の四日市市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２７年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し、平成２６年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。  

３ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関する部分は、こ

の条例の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始す

る連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の

法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、な

お従前の例による。  

 （固定資産税に関する経過措置）  

４ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は平成２

７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２６年度分までの固定資産

税については、なお従前の例による。  

 （軽自動車税に関する経過措置）  

５ 新条例附則第１６条の規定は、平成２８年度分の軽自動車税について適用する。  

 （都市計画税に関する経過措置）  

６ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は平成２

７年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２６年度分までの都市計画

税については、なお従前の例による。  

（財政経営部市民税課） 


